
愛媛 DMO財源確保計画（仮称）策定支援業務 委託仕様書 

 

１．業務名 

愛媛 DMO財源確保計画（仮称）策定支援業務 

 

２．業務実施の背景・目的 

愛媛県観光物産協会（以下「協会」という。）は平成 30 年７月に観光庁から「観

光地域づくり法人（DMO）」として登録され、令和６年８月に２回目の更新登録を行

った。また、愛媛県の「第３期観光振興基本計画（計画期間：令和５年度～令和９年

度）」策定に併せ、協会（愛媛 DMO）のミッション、戦略等を含む新たな行動計画で

ある「愛媛 DMO中期アクションプラン（計画期間：令和５年度～令和７年度）」を令

和５年３月に策定したところ。 

一方、観光庁では DMOの登録要件の見直しを実施しており、令和７年３月 25日に

一部改正されたガイドラインに基づき、次回更新登録予定の令和９年度までに「観

光地経営戦略」の策定等、新たな要件に沿った対応が必要となる。中でも、DMOの安

定的な運営資金の確保に関しては、新たに「財源計画」の策定と、登録更新時におけ

る財源計画の分析、評価及び見直しが求められることとなった。 

このため、本業務では、観光分野における調査・計画策定等に豊富な経験を有す

る事業者に、新たな愛媛 DMO の財源確保のための計画を策定するうえで必要となる

調査の実施、勉強会開催、素案作成等を委託するものである。 

 

３. 契約期間 

  契約締結日から令和 8年 2月 10日（火）まで 

 

４. 業務内容 

  委託業務の項目については次のとおりとし、具体的な内容については、受託事業

者の提案を基に、発注者と協議のうえ決定する。 

 

（１） 愛媛 DMO財源確保計画（仮称）素案の作成 

以下の事項を整理及び検討・構築の上、愛媛 DMO 財源確保計画（仮称）の素案と

して取りまとめる。 

① 全体構想の検討・構築 

関連計画（県計画・協会中期アクションプラン）との整合性や改正ガイドライン

の要件及び愛媛 DMO の現状・課題等を分析・整理し、地域の実情や愛媛 DMO の優

位性等を踏まえた財源計画の全体構想の構築及びガイドラインに記載された安定

財源確保率の設定を行う。 

 

② 環境分析の実施及び戦略の立案 



全体構想の実現及び安定財源確保率の達成に向けた環境分析及び戦略の企画・ 

立案を実施する。 

 

③ 施策の体系化及び内容の検討 

戦略を実施するための施策を体系化し、具体的な内容の検討・提案を行う。 

 

（２） 関連データの収集・分析、個別調査、関係者ヒアリング等の実施 

上記（１）の取りまとめに必要となる関連データの収集・分析及び個別調査、 

関係者へのヒアリング等を実施する。 

 

（３） 関係者向け勉強会及び検討会の運営支援 

計画策定に向け実施を予定している関係者向け勉強会及び検討会に係る以下 

の運営支援を行う。 

① 関係者向け勉強会 

・対象者:愛媛 DMO役職員、愛媛県関係職員、その他（必要に応じて招集） 

・開催回数及び時期：２回（令和７年９月頃、令和８年１月頃） 

・支援内容：勉強会内容検討・構成企画、資料作成・当日運営 

② 検討会（愛媛 DMO推進委員会） 

・対象者:愛媛 DMO推進委員、愛媛 DMO職員、その他（必要に応じて招集） 

・開催回数及び時期：２回（令和７年 10月頃、令和８年１月頃） 

・支援内容：配布資料作成、調査結果等の委員への報告、進行補助・助言、議 

事録作成等 

 

（４）独自提案事項について  

上記（１）～（３）以外に、委託業務の目的達成のために有用と考えられる独 

自提案事項がある場合は、企画提案すること。ただし、委託料の上限額の範囲内 

で実施するものに限る。 

 

５．成果品 

下記の成果品を令和８年２月 10日（火）までに提出すること。 

（１）愛媛 DMO財源確保計画（仮称）（最終版） 

協議・検討等を踏まえた最終版を作成し、電子データにて納品すること。 

（２）業務完了報告書 

（３）その他参考資料（関係者向け勉強会・検討会資料等） 

 

６．再委託の可否 

  受託者は委託業務行為において、一括して第三者に委託し、又は請け負わせるこ

とはできない。ただし、業務を効率的に行う上で、協会が必要と認める時は、業務



の一部を第三者に再委託することができる。その場合は、委託契約書に基づき再委

託先ごとの業務内容、再委託先の概要及びその体制と責任者を明記の上、事前に書

面にて報告し、協会の承諾を得なければならない。 

 

７．著作権の譲渡等 

（１）本事業の成果物に対する著作権（著作権法第 21条から第 28条までに規定する

権利をいう。）は完了検査をもって全て協会に移転する。 

（２）成果物の素材に含まれる第三者の著作権その他すべての権利についての交渉 

処理は受託者が行うこととし、その経費は委託料に含まれるものとする。 

   また、第三者から著作権その他の権利の侵害等の主張があった場合は受託者が

その責任においてこれに対処し、損害賠償等の義務が生じたときは、受託者がそ

の全責任を負うこと。 

 

８．その他留意事項  

（１） この仕様書に定めのない事項については、必要に応じて協会と協議のうえ、処 

  理するものとする。  

（２） 本業務の実施に要した経費は、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経費と明 

確に区分して整理するとともに、常にその収支の状況を明らかにし、本業務の完 

了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間、これらを保管しなければなら 

ない。  

（３） 本業務の実施に際して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、業務終 

了後も同様とする。  

（４）本業務の実施のための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取扱特記 

事項」を遵守しなければならない。  

 

  

 


